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第５節 開発行為の廃止 

 

  都市計画法 

  （開発行為の廃止） 

第 38条 開発許可を受けた者は、開発行為に関する工事を廃止したときは、遅滞なく、国土交通省令で定めると 

ころにより、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

 

  都市計画法施行規則 

 （開発行為に関する工事の廃止の届出） 

第 32条 法第 38条に規定する開発行為に関する工事の廃止の届出は、別記様式第 8による開発行為に関する工事 

の廃止の届出書を提出して行うものとする。 

 

１ 法第 38条の趣旨 

  本条は、開発行為に関する工事の廃止についての規定です。 

開発行為は土地に対する物理力の行使を意味し、これが実施の途中で中止される場合には、防災

対策等の措置がなされなければ、周辺の環境に悪影響を及ぼす可能性もあるため、開発者に開発行

為を途中で廃止する際の届出義務を課したものです。 

 

２ 防災措置 

  開発行為に関する工事をむやみに中途で廃止されると、その周辺の地域に対して溢水等の被害を

及ぼしたり、公共施設の機能を阻害したり環境を害したりするおそれがあるため、本法では、開発

行為を許可する際の基準として、一定の資力信用、工事施行能力を有することを要求するほか、許

可に際しては、万一廃止した場合の事後処理に関しても必要な条件を附し得ることとしています。 

  このため、開発許可時に許可の条件として、「開発行為に関する工事を中止し、若しくは廃止する

ときは、工事によって損なわれた公共施設の機能を回復し、又は土地の形質の変更等によって周辺

の地域に排水及び水利上の支障をきたし、若しくは土砂崩れ等による被害を及ぼさないよう適切な

措置を講ずること。」を付しています。 

開発者は、適切に当該措置を行った後に廃止届を提出することとなります。 

 

３ 廃止の区域 

  開発行為の廃止は、許可を受けた開発区域全体について廃止することになります。 

開発区域の一部を廃止しようとする場合は、法第 35 条の 2 第 1 項の規定に基づく変更許可申請

によることとなります。 

 


